
【参考】

(計数は各々単位未満四捨五入） （ ３’ ）
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（ ）

（ ）

（主な歳入）

（ ）

（ ）

（主な歳出）

（ ）

（ ）

百万円 （ ）

百万円 （ ）

＜参考＞積立金の残高

令和３年度末（予定） 1兆8,605億円

　官民共同保険である地震保険制度の安定的な運営のため、一時的に保険料の配分を変更
し、近年の地震災害により減少した民間準備金残高の回復を図ることとしている。

事 務 取 扱 費

そ の 他 8 △ 47.4 ％

（注）

人 件 費 81 0.9 ％

　１回の地震等による総支払保険金の上限は、12.0兆円である。
　（そのうち、政府の支払保険責任額は、11兆7,751億円）

1 億円 △ 6.9 ％

億円 △ 1.3 ％

1.6 ％億円再 保 険 費 1,090

2.6 ％

雑 収 入 275

億円

1.6 ％

【 概 要 】

地震等による被災者の生活の安定に寄与することを目的として、民間損害保険会社が負う地震
保険責任を政府が再保険し、再保険料の受入れ、管理・運用のほか、民間のみでは対応できない
巨大地震発生の際には、再保険金の支払いを行う。

億円1,074
（

1,091 億円

再 保 険 料 収 入 816

令和４年度 財務省所管特別会計予算概算要求の概要

（ 伸 率 ）
概 算 要 求 額

当 初 予 算 額

）

地 震 再 保 険 特 別 会 計
1,091 億円

歳 出

歳 入
1,074

（
億円

）

1.6 ％

積立金は、大地震発生時の「再保険金並びに借入金の償還金及び利子に充てる

ために必要な金額」を積み立てているもの。



）

）

（主な歳入）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（主な歳出）

（ ）

（ ）

＜参考＞ 基金の残高

令和３年度末（予定） 3兆38億円

7.5 ％ ）

国債整理基金特別会計
265 兆 3,249 億円

歳 入
246 兆 7,893 億円

（

％ ）
265 兆 3,249 億円

歳 出
246 兆 7,893 億円

（ 7.5

【概要】

一般会計又は特別会計からの繰入資金等を財源として公債、借入金等の償還及び利子等
の支払いを行う。

他 会 計 よ り 受 入 116 兆 1,248 億円 18.7 ％

7.5 ％

公 債 金 147 兆 6,452 億円 0.3 ％

256 億円 △うち東日本大震災復興
他 会 計 よ り 受 入

％う ち 復 興 借 換 公 債 金 2 兆 8,844 億円 0.5

7.8 ％

復 興 債 整 理 支 出 4 兆 1,427 億円 △ 5.9 ％

国 債 整 理 支 出 261 兆 1,823 億円

（注） 公債金は、復興債借換分等を除き、60年償還ルールに基づいて計算される借換債発行額を計上。

（

（

基金残高は、翌年度以降の国債償還等に充てるため、全額令和４年度の歳
入に繰り入れられるもの。



（ ）

（ ）

（主な歳入）

（ ）

（ ）

（主な歳出）

（ ）

百万円 （ ）

百万円 （ ）

百万円 （ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（注）　政府短期証券（為券）発行限度額は、195兆円

＜参考＞ ①外国為替資金への組入れ（累計）

令和３年度末（予定） 28兆2,000億円

②一般会計へ繰入

令和３年度 1兆9,213億円、令和２年度 2兆5,908億円、令和元年度 1兆7,893億円

％

予 備 費 3,000 億円 前年度同額

2,173 ％△ 27.6

26.1 ％

国債整理基金特別会計へ繰入 4,964 億円 △ 2.1

諸 支 出 金 3,383 億円

人 件 費 486 1.0 ％

そ の 他 646 10.9 ％

外 貨 資 産 リ ス ク
管 理 強 化 経 費

3.6 ％

事 務 取 扱 費 33 億円 △ 18.7 ％

運 用 収 入 2 兆 2,211 億円 △

外為特会は、為替介入による外貨の売買を行うとともに、政府の保有する外国為替等（外
貨、外貨証券、外貨債権、特別引出権（ＳＤＲ）等）の管理・運営を行う会計であり、国際通貨基
金（ＩＭＦ）に対する出資やＩＭＦ関係の取引もこの会計を通じて行われている。

外国為替等売買差益 1,610 億円 0.7 ％

5.4 ％ ）
1 兆 1,381 億円

【概要】

△ 3.4 ％ ）

外 国 為 替 資 金 特 別 会 計
2 兆 3,821 億円

歳 入
2 兆 4,650 億円

（

歳 出
1 兆 793 億円

（

外国為替資金への組入れは、外貨資産と円建ての政府短期証券の金利差等から

生じた剰余金のうち、外国為替相場の変動、市場金利の変動その他の要因を勘案し、

本会計の健全な運営を確保するために必要な金額を、いわゆる内部留保として外国

為替資金に組み入れるもの。



（ ）

（ ）

（主な歳入）

（ ）

（注１） （ ）

（ ）

（注２） （ ）

（主な歳出）

（注１） （ ）

（ ）

百万円 （ ）

百万円 （ ）

（ ）

（ ）

＜参考＞ 積立金の残高

令和３年度末（予定） 1兆2,506億円

（注）　１． 概算要求時点において令和４年度の財政投融資計画額及び財投債発行額（公債金）
　　　　　が未確定のため、令和３年度当初予算と同額を仮置きしている。

　　　　２． 上下水道コンセッションの導入を促進するための補償金免除繰上償還に伴う利子収
　　　　　入の減少の補塡に充てるために投資勘定から受け入れることとしている。

前年度同額兆円

％国債整理基金特別会計へ繰入 38 兆 8,856 億円 46.1

そ の 他 2,334 △ 17.9 ％

諸 支 出 金 2,660 億円 △ 14.1 ％

△ 7.3

人 件 費 3,858 0.6 ％

％

財政融資資金へ繰入 45

事 務 取 扱 費 62 億円

財 政 融 資 資 金 よ り 受 入 38 兆 12 億円

3.5 ％

他 勘 定 よ り 受 入 1 億円

公 債 金 45

3,206 億円

47.0 ％

兆円

前年度同額

前年度同額

【概要】

財政投融資計画の一環として、財投債で調達した資金等を原資に、国の特別会計や地方公
共団体、政府関係機関、独立行政法人などに対して貸付けを財政融資資金より実施しており、
この財政融資資金の運用に関する経理を行う。

資 金 運 用 収 入 1 兆

16.9 ％

歳 出
71 兆 9,331 億円

（ 17.0

）
財 政 投 融 資 特 別 会 計
＜ 財 政 融 資 資 金 勘 定 ＞

84 兆 3,953 億円
歳 入

72 兆 1,780 億円
（

％ ）
84 兆 1,580 億円

積立金は、毎会計年度の剰余金（損益計算上の利益に相当）が生じた場合、将来

生じる損失の発生に備えるため積み立てているもの。



（ ）

（ ）

（主な歳入）

（ ）

うち地方公共団体金融機構納付金 （ ）

（ ）

（主な歳出）

（注１） （ ）

（ ）

百万円 （ ）

百万円 （ ）

（ ）

（注２） （ ）

（注２） （ ）

1.9 ％ ）
財 政 投 融 資 特 別 会 計
＜ 投 資 勘 定 ＞

6,601 億円
歳 入

6,728 億円
（ △

）
6,601 億円

【概要】

歳 出
6,728 億円

（ △ 1.9 ％

財政投融資計画の一環として、投資勘定が保有する株式の配当金や過去に出資した法人か
らの国庫納付金等を原資として、産業の開発及び貿易の振興のための投資を行っており、この
投資に関する経理を行う。

運 用 収 入 4,628 億円 △ 1.6 ％

2,501 億円 4.2 ％

前年度剰余金受入 1,972 億円 △ 2.5 ％

産 業 投 資 支 出 3,399 億円 △ 6.3 ％

そ の 他 22 △ 33.6

9.2 ％

人 件 費 89

事 務 取 扱 費 1 億円 △

△ 0.2 ％

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構
納 付 金 収 入 財 政 融 資
資 金 勘 定 へ 繰 入

1 億円

（注）　１． 産業投資支出（財投計画規模）については、歳入総額から産業投資予備費、地方公共団
　　　　　体金融機構納付金収入交付税及び譲与税配付金特別会計へ繰入、地方公共団体金融機
　　　　　構納付金収入財政融資資金勘定へ繰入及び事務取扱費等を除いた額で仮置きしている。

　　　　２． 地方公共団体金融機構からの納付金は、地方の財源不足の補填及び森林環境譲与税
　　　　　の譲与財源に充てるために交付税及び譲与税配付金特別会計へ繰り入れるほか、 上下
　　　　  水道コンセッションの導入を促進するための補償金免除繰上償還に伴う財政融資資金勘
　　　　　定の利子収入の減少の補塡に充てるために同勘定へ繰り入れることとしている。

％

産 業 投 資 予 備 費 700 億円 前年度同額

前年度同額

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構
納付金収入交付税及び譲与
税配付金特別会計へ繰入

2,500 億円 4.2 ％



（ ）

（ ）

（主な歳入）

（ ）

（ ）

（主な歳出）

（ ）

（ ）

国の庁舎等の集約立体化・移転再配置をする場合又は地震防災機能を発揮するために必
要な庁舎を整備する場合に、スクラップ・アンド・ビルドの考え方に基づく特定国有財産整備計
画を策定し、必要な庁舎・宿舎の取得と不用となった財産の処分を行う。
特定国有財産整備特別会計が特別会計改革の一環により、平成２１年度末で廃止されたこ

とに伴い、平成２１年度末までに策定されていた事業で未完了のものについては、当該事業が
完了するまでの間、経過的に設置された本勘定で経理を行うこととされており、未完了事業完
了後の残余財産は、一般会計に承継。

国有財産処分収入

12.7

【概要】

歳 出
180 億円

（ 25.2

％

140 億円

）
財 政 投 融 資 特 別 会 計
＜特定国有財産整備勘定＞

535 億円
歳 入

475 億円
（

％ ）
226 億円

40.5 ％

前年度剰余金受入 395 億円

特定国有財産整備費 221 億円

35.4 ％事 務 取 扱 費 5 億円 △

5.3 ％

27.7 ％
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